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企業経営委員会　パネル・ディスカッション（2008年度）

金融業が目指すべき
「新・日本流経営」を考える

企業経営委員会は４月28日、
「金融危機の向こうにあるもの
～今後の対応と展望～」と題した
パネル・ディスカッションを開催した。
パネリストに、それぞれ立場の
異なる4名のスペシャリストを招き、
今後の日本の金融業の将来とその展望
について議論した。

　パネル・ディスカッションに先
立って、長谷川閑史企業経営委員
会委員長（副代表幹事／武田薬品工
業 取締役社長）が挨拶に立ち、「金
融危機の影響が世界に波及する中、
本日のテーマはとても時宜を得た
内容で、金融業の『新・日本流経営』
を検討していく上で貴重な意見と
なるはずである」と述べた。討論
会の議題は、①金融危機の本質と
は？―日本の金融業への影響、②
日本の金融業の強みと弱み、③日
本の金融業の強みを活かせるビジ
ネスモデルとは？― 金融業の「新・
日本流経営」はあるか？、という３
つの内容について、モデレーター
を務める藤沼彰久副委員長（野村総
合研究所 取締役会長兼社長）が、そ

れぞれのパネリストに質問する形
で議論が展開された。
　深尾氏は金融危機の原因とその
真相について、「サブプライムロー
ンのように、通常は証券化ビジネ
スに向かない商品を証券化し、高
い格付けを乱発してしまったこと
が1つ。もう1つは、架空利益の計
上がデリバティブで行われていた
可能性が高いことが挙げられる」
と意見を述べた。
　これに加え、企業側からの意見
として、金融機関への監督体制の
不備という問題が提起された。稲
野氏は「特に米国では金融機関へ
の監督が不十分で、適切な危機対
応がなされていなかった」と分析
した。また、野﨑氏は、企業トップ
などへの高額な報酬システムや、
企業倫理、モラルハザードといっ
た点にも触れ、「リスクをとれば大
きく儲かるという、人間そもそも

の欲が根本的な要因としてある」
と言及した。さらに、いかにして
同じ過ちを防ぐかという視点で國
部氏は、「倫理とリスク管理の２つ
を、経営の中にどのように取り込
み、機能させるかがポイントにな
る」と議論を展開した。

　今後、日本の金融業の強みを活
かしたビジネスモデルと、ビジネ
スをいかにグローバル展開するか
についても、活発に議論された。稲
野氏は「ひと口にグローバル化と
言ってもさまざまなパターンがあ
るはず。日本という市場に立脚し
たグローバル化か、それともほか
の国や地域に向けたグローバル化
なのか、最初にそのイメージをき
ちんと整理する必要がある。私自
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身はやはり日本の顧客と市場に根
差したグローバル化というイメー
ジが強い」と述べた。これを受け
て國部氏は「われわれも国内で商
業銀行としての機能を強化した上
で、海外に事業を広げることが大
切だと考えている。今後の銀行業
務のポイントになると思われる金
融ソリューション機能を、まず強
化することが重要だ」と語った。
　また、野﨑氏は「英国のグロー
バル・ローカルバンクのHSBCや、

“わらしべ長者”的なRBSとは違
う、日本型のグローバル展開を目

指すべきだと思う。そのために
は、日本の銀行が海外での資金調
達能力を高めることがポイントに
なるだろう」と、日本独自のスタ
イルという論点から意見を述べ
た。さらに、深尾氏は日本の銀行
にとってこれから東アジア地域が
有望なマーケットになると述べた
上で、「日本の労働人口は毎年約
１％弱という相当なペースで減少
していく。その中でグローバルな
人材を多く育てるのは難しい状況
ではないか。この際、日本語ので
きる知的な移民をアジアから積

極的に受け入れることも検討す
る必要がある」と日本社会が抱え
る問題にも言及した。このほか、
投資銀行の今後のあり方につい
ても多様な議論が交わされ、各パ
ネリストがそれぞれの立場から
見解を述べた。
　これらの議論を受けて藤沼氏
は、「現在、取りまとめを行ってい
る第16回企業白書に、今回の貴重
な意見をできる限り盛り込んでい
きたい」と述べて、討論会を締め
くくった。

学問と実践の距離を
縮めることも大切

多様な価値観を持つ
組織になることが重要

いかに金融ソリューション
機能を高めるか

まずは現在のデフレを
止めることが先決

　日本は同じ言語や価値観を持った
同質性の高さが、グローバル化を疎外
する１つの要因になっている。今後、
異なるバックグラウンドを持った人材を
いかに増やすか、また、いかに機能的
に組織に組み入れるかが、大きなポイ
ントとなるだろう。さらに、日本では「学
問と実践」、もしくは「研究とビジネス」
の間の距離が遠いのではないかと感
じる。金融工学を梃子とした革新性を
高めるためにも、この２つの距離をどの
ように縮めていくかが、日本の金融業
のグローバル化にとって大きな課題と
なる。

　今後は商業銀行と投資銀行の垣
根がますます低くなると思われる。しか
し、両者は資金の調達方法など根本
的に成り立ちが異なり、投資銀行に
は投資銀行らしいビジネスモデルがあ
る。まさに「餅は餅屋」の言葉通り、
それぞれのスタイルやノウハウを活か
した展開が必要だろう。その意味で
も、これからの金融業は人事制度も
含めて、「多様な価値観を持つ組織」
であることが大きなポイントになる。さ
まざまな価値観を認め合って内包しな
がら、事業を拡大していくことが大切
だろう。

　今後のポイントは、顧客にとって付
加価値の高い金融ソリューションを、
いかに提供していくかということに尽き
る。そのためにはグローバルな人材の
確保が必要であり、外国人の採用や
経営陣への登用も積極的に行う必要
がある。また、金融ソリューション機能
を強化するために、我々はさまざまな
機能を併せ持つ「複合金融グループ」
を目指し、自前で専門性を高めていくと
ともに、海外のリーディングカンパニー
との提携によって機能、ノウハウを高
めることで、金融ソリューション機能の
強化に注力していきたい。

　日本経済はデフレの状態が続いて
いるため、株や不動産が魅力的に見
えず、キャッシュや国債を持っているほ
うが有利になっている。今後の金融
業にとって、まずはこのデフレを早く止
めることが何よりも大切だと言えるが、
むしろ悪化しているというのが現状だ。
また、今後の課題として、日本の企業
は失敗しても責任の所在が曖昧なた
め、特に投資銀行部門などで損失を
出した場合の対処が危惧される。個
人的には、これが日本の金融業の弱
点になる可能性もあると考えている。

まとめ　日本の金融業の今後とグローバル化に向けて
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